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第２部 鉄軌道交通
第１章 鉄軌道交通事故の動向

第１節 近年の鉄軌道交通事故の状況

鉄軌道交通における運転事故注１）は，踏切事故防

止対策の推進，さらには，列車運行の高速化・高

密度化に対応した自動列車停止装置（ATS）等

の運転保安設備の整備・充実，制御装置の改善，

乗務員等の資質の向上など総合的な安全対策を実

施してきた結果，長期にわたって減少傾向にあ

る。昭和５６年には，２，１３４件であったものが，平

成３年には１，２５２件，平成１３年には９０８件となって

いる（第１－３６図）。

第２節 平成１３年中の鉄軌道交通事故の状
況

１ 運転事故の状況

平成１３年中の運転事故の発生件数は９０８件で前

年比３．０％減，列車走行１００万キロメートル当たり

では０．７０件で前年比６．９％減となっている。

事故種類別の発生件数についてみると，踏切障

害が４７５件（５２．３％），人身障害３０６件（３３．７％），

道路障害９５件（１０．５％）となっている。

注１）運転事故とは，列車衝突事故，列車脱線事故，列車火災事故，踏切障害事故（踏切道において，列車が人や車両等と衝

突，接触する事故），道路障害事故（踏切道以外の道路において，列車が人や車両等と衝突，接触する事故），鉄道人身事

故（人の死傷を生じた事故で前記の各事故以外のもの）及び鉄道物損事故（５００万円以上の物損を生じた事故で前記の各事

故以外のもの）をいう。
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第１－37図　鉄軌道踏切事故の件数と死傷者数の推移�

注　１　国土交通省資料による。�

　　２　死者数は24時間死者�

運転事故による死傷者数は６９６人（うち死亡者

３１４人）で前年比７．１％減となっている（第１－４１

表）。

２ 列車事故の状況

列車事故（運転事故のうち列車衝突事故，列車

脱線事故及び列車火災事故をいう。）の発生状況

は２８件（運転事故件数の３．１％）であり，前年と

比較すると３件減少した。

列車事故を原因別にみると，車両・鉄道施設に

よるものが８件，職員の取扱誤りによるものが８

件，鉄道外によるものが８件，自然災害によるも

のが４件となっている。

３ 踏切事故の状況

踏切事故は，踏切保安設備等の整備により，運

転事故と同様，長期にわたって減少傾向にある。

平成１３年中に発生した踏切事故の件数は４７９件で

第１－４１表 鉄軌道における事故種類別の運転事故の発生状況
（平成１３年）

区 分

列 車 事 故 そ の 他 の 事 故

合 計列 車
衝 突

列 車
脱 線

列 車
火 災

小 計
踏 切
障 害

道 路
障 害

人 身
障 害

物 損 小 計

件 数（件） ５
（０．６％）

１９
（２．１％）

４
（０．４％）

２８
（３．１％）

４７５
（５２．３％）

９５
（１０．５％）

３０６
（３３．７％）

４
（０．４％）

８８０
（９６．９％）

９０８
（１００．０％）

死傷者（人） ３６
（０）

１９
（２）

０
（０）

５５
（２）

２９９
（１３５）

３２
（５）

３１０
（１７２）

－ ６４１
（３１２）

６９６
（３１４）

注 １ 国土交通省資料による。
２ （ ）内は，死亡者数で死傷者の内数である。
３ 踏切障害とは，踏切道において列車等が人又は車両等と衝突した事故のうち列車事故に至らなかったもの
４ 道路障害とは，踏切道以外の道路において，列車等が人又は車両等と衝突した事故のうち列車事故に至らな
かったもの

５ 人身障害とは，列車等の運転により人の死傷を生じた場合をいう。
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第１－38図　原因別・衝撃物別踏切事故発生件数（平成13年）�

注　国土交通省資料による。�

前年比６．４％増であり，運転事故（９０８件）の約半

数を占めている。また，死傷者数についても３０７

人で前年比１８．１％増となっている（第１－３７図）。

踏切事故の発生原因は，列車が通過する際の直

前横断等道路交通側に起因するものがほとんどで

あり，衝突した相手側としては，自動車が高い割

合を示している（第１－３８図）。

また，踏切道の種別別に見ると，発生件数では

第１種が最も多いが，踏切道１００箇所当たりでは

第１種が最も少なくなっている（第１－４２表）。

第１－４２表 踏切道種別の踏切事故発生件数
（平成１３年）

踏 切 道 踏切道数 件 数 構 成 率
１００箇所当たり
の事故件数

第 １ 種
第 ２ 種
第 ３ 種
第 ４ 種

箇所
３０，７８６

－
１，３６０
４，５６８

件
３４６
－
３１
１０２

％
８３．９
－
３．７
１２．４

件
１．１２
－

２．２８
２．２３

計 ３６，７１４ ４７９ １００．０ １．３０

注 １ 国土交通省資料による。
２ 踏切道種別は，次による。

第１種 自動遮断機が設置されている踏切道又は昼夜
を通じて踏切保安係が遮断機を操作している踏
切道

第２種 １日のうち一定の時間だけ踏切保安係が遮断
機を操作している踏切道

第３種 警報機が設置されている踏切道
第４種 踏切保安係もおらず，遮断機も警報機も設置

されていない踏切道
３ 踏切道数は，平成１２年度末の数字である。
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４ 平成１３年中の鉄軌道交通における重大事故の

発生状況

平成１３年６月２４日に京福電気鉄道の列車衝突事

故が発生した（第１－４３表）。

第２章 鉄軌道交通安全施策の現況

第１節 鉄軌道交通環境の整備

１ 線路施設等の点検と整備

JR，大手民鉄等各社において，橋りょうの補

修，高架化及び地下化，踏切道の立体交差化，落

石・雪崩対策，軌道強化等の安全輸送対策，環境

対策，車両の整備，工場検修設備等の整備を推進

した。

また，トンネルコンクリートはく落事故の再発

防止対策としては，平成１２年度より「トンネル保

守管理マニュアル」に基づき，全トンネルを対象

に初回全般検査を行い，平成１３年度末までに終了

した。

高齢者，身体障害者等の安全利用に十分配慮

し，段差の解消，転落防止設備等の整備により鉄

道駅等のバリアフリー化を推進した。

プラットホームからの転落事故防止対策として

は，非常停止押しボタン又は転落検知マットの整

備，プラットホーム下の待避スペースの確保など

適切な安全対策の推進を図った。

２ 運転保安設備の整備

JR，大手民鉄等各社において，運転保安設備

の整備・向上に努めており，連動装置の取替え等

老朽施設の取替え，踏切保安設備の新設・改良，

自動列車停止装置（ATS）の高機能化等を推進

した。また，事故・地震発生等の緊急時において

必要な情報を迅速に伝達し，乗務員が適切に対応

できるよう列車無線等の通信装置の整備を推進し

注） なお，平成１４年２月２２日，JR九州鹿児島本線海老津駅～教育大前駅間において，イノシシと衝突し停車していた普通列

車に，赤信号で一旦停止し無閉そく運転を開始した後続の快速列車が衝突して１３４名が負傷する事故が発生した。詳細な事

故原因については調査中ではあるが，この事故を踏まえ，一層の安全の確保を図るよう全国の鉄道事業者に対し指導を行っ

ている。

第１－４３表 重大事故一覧
（平成１３年）

発生月日 事業者名 線名・場所 事故種類 死傷者数 脱線両数 主原因及び概要

６．２４
京福電気鉄
道

越前本線
保田駅～発
坂駅間

列車衝突
２５
（０）

１

上り普通列車が発坂駅で下
り急行列車の通過待ち合わ
せをせず出発したため，正
面衝突した。（推定）

注 １ 国土交通省資料による。
２ 重大事故とは，死傷者が１０名以上又は脱線両数が１０両以上生じた事故をいう。
３ 死傷者数の（ ）内は，死亡者数で内数を示す。
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